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ABSTRACT In this stud~ the applicability of i盟pact曹avemethod to evaluate the steel 
corrosion曹asdiscussed analytical1y. Fol1owing results曹ereobtained in this study: 

1) The undershot phenomenon is observed in the case of h (coefficient of damping) 
学0，but does not in the case of h=O. The relationship between the propagation velo-

city of reflection曹ave and the passing ti置1e fro田 theinput of impact曹ave is very 
affected by the value of coefficient of damping. 

2) The sign of propagation velocity of elastic曹avereflected from the bottom of 
steel bar is changed by the boundary condition of steel ba0 na皿elyafree end or a 

fixed end. But the曹avepropagation characteristics is hardly affected by the bound-
ary condition of steel bar in the range before the arrival time of曹avereflected fro血

the botto田 ofsteel bar. 

3) The steel corrosion can be estimated by the arrival time of 曹avereflected 
from the corrosion point and its a阻plitudeof propagation velocit~ but it is necess-
ary to take into the account the effect of multi deflection of elastic曹ave， so as to 
i mprove the accuracy of es t i盟ation冒
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1 .はじめに

筆者らは、従来からコンクリートの劣化度評価や

内部探査を対象とした蝉性波法による非破壊試験方

法の確立を目的として、一連の基礎的検討を行って

きた1)-9)。 本研究は、これらの研究の延長上のも

ので、コンクリート内部に存在する鉄筋の腐食推定

を対象とした弾性波法の適用性。可能性について解

析的に検討を行ったものである。

愛知工業大学 建築学科(豊田市)

コンクリート内部に存在する鉄筋の腐食推定を目

的とした非破壊試験方法としては、すでに自然電(立

法や分極抵抗法などを用いた方法が提案。実用され

ているが、これらの方法は、いずれもかぶりコンク

リート表面を走査測定する方法であるため、コンク

リート支持杭のようにコンクリート表面が地中に埋

設されている場合には適用することができない。こ

れに対して、本研究で取り扱う弾性波法は、鉄筋の

腐食部分から反射してきた弾性波の速度成分の到達

時間と振幅値に着目する方法10) で、コンクリート

が地中に埋設されている場合であっても弾性波を鉄
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筋に入力でき、かっ反射してきた弾性波を検出でき

れば試験可能であるため、自然電位法や分極抵抗法

のような在来の試験方法と比べて適用範囲は広く、

有用な試験方法になり得るものと考えられる。

2.解析手法

本研究では、鉄筋を線材とみなした取扱いを行っ

た。以下では、本研究で採用した 1次元弾性波動伝

播解析の手順について述べることにする。

2. 1基礎式

速度依存型の減衰項を考慮した 1次元弾性波動方

程式は、一般に次式で与えられる。

a 2U a 2Uθu  
A・Eーで一一A・ρ ーで一一h 一一一 =0

δx2 a F a t 

.... (1) 

または、

θ2U 1 a 2U h θ u  

a x2 V 2θt2 A・Eθt=0 

ここに、 U:材軸方向の変位、

x:材軸方向の位置、

V:速度 (=.fE/ρ) 、

A:鉄筋の断面積、

E:ヤング係数、

ρ:密度、

t :時間、

h:減衰係数。

2.2波動方程式の差分表示

. (1)' 

本研究では、上記の波動方程式の解法に差分(中

央差分)法を適用し、波動方程式の定式化に際して

は、鉄筋はn個の節点から構成されているものと仮

定した。

(1)鉄筋内部における差分表示

いま、位置 iで腐食によって鉄筋の材質、断面積

および鉄筋とコンクリートとの界面性状が変化する

一般的な場合を考えると、位置 iおよひe時亥Up+ 1 

での波動方程式の差分表示は、表示式中に表れる仮

想変位を力の釣合条件と変位の連続条件を用いて消

去すると、次のようになる。

1 1 A2. E2 1 
{ (ーで+ーでよ.:.:.) -

Vl" V2" Al・El d t " 

+(h1+h2)1}u  i P+l 
Al・'_El・2d t .ー

= 一 一 一 Ui-l，P-{(ーーァーーで孟ーで)
d x" d x己 V1 z・dt己

A 2 ・ E 2 • 2 2 
一一一 (一一一一一ーァー-J} U i，p 

Al.E1 d x己 V2 Z. d t Z. 
2 A2・E2

+ー一一一一 一一一一一日 ι

d x 2 A，・E，・+ι

] A2・Eク l
- { (ーで+ーで一一二)ーへ

Vl話 V2Z Al. E1 d t Z 

一 (h1+h2) } Ui，p-l 
Al・El・2d t . 

(2) 

ここに、添字 1および2は、材質等が位置 iで種

類 lから 2ヘ変化することを示す。

(2)始点における波動方程式の差分表示

始点 1における波動方程式の差分表示は、一般に

次式で与えられる。

(一一 1ー+ __h 
V2・dt 2 A.E・2d:t)Ul，p+l 

= 一一一ーで-U 0 ，p 

d x 2 

一(ーと 2 
d x 2 V2・dt2)Ul，p 

1 
+一一-:-U? ，1) 

d x Z 

一 ( 1 ___h 
7tEτ7-A・E・2d:t)U 

(3) 

上式中の仮想変位U0， p を境界条件に応じて消去

すると、時刻p+lにおける波動方程式の差分表示

は、それぞれ以下のようになる。

①外力が働いていない (Fp=0)場合:

1 h 

マてEτ7+A・E・2d:t)U 

2 2 
EE7-7てEττ)U 

2 
+ 一一一ーで-U 2 ，p 

dx己

1 h 
- l一一一一一一一一一 ) Ul.p-l 

‘ V2・dt 2 A・E・2d t . -.-

• (4) 

@外力が働いている (Fp;t:0)場合:



弾性波を利用した鉄筋の腐食推定に関する解析的研究
89 

( ___1ー +h)u…=
v2・dt 2 A.E・2dt

2 Fp 2 2 、
l一一一一一一一一?一一一ーで) U 1， p 

A.E. d x ‘ dx2 vZ.dt2 

2 
+一一ーァ U 2，. 

dx乙『

1 h ‘ 

-(一一一一一一一一- ) U1，P 
、 v2・dt 2 A.E・2d t --

(5) 

(3)終点における波動方程式の差分表示

終点における波動方程式の差分表示は、始点の場

合と同様に取り扱うことができる。

①自由端の場合:自由境界(応力=0)の終点位置

nにおける波動方程式の差分表示は、次式で与えら

れる。

1 h 
(一一一一一一一+ ) Un，p+1 

v2.dt2 A.E・2dt

l 
= ー一ー一一-U n-l.p 

d x2 

ー (i---iで)U n， p 

dx己 V己・ dt子

一 (一 1一)Un，p-1 

v2・dt 2 A・E・2dt

. (6) 

@回定端の場合:固定端の場合、終点位置nにおけ

る変位は、常に次式で与えられる。

Un，p=O (7) 

2，3安定条件

式(1)の波動方程式を差分法によって解くための

安定条件は、一般に

v.dt孟 dx

ここに、 v:波動の伝播速度、

d t :時間増分、

dx:差分間隔。

. (8) 

で与えられるが、波動の伝送が正しく行われるため

には、 v.dt=dxとなるように、 dtおよびd

xを設定する必要のあることが知られている 11)。

3.解析モデル

表一1 解析の概要

[単位:cm] /-ad/2 

4ニ:コ亡コ士--ド

図一1 解析モデルの一例

腐食モデルとして断面形状が材軸方向で変化してい

る鉄筋(長さが40cm(鉄筋の両端が各々 2cm露出し

ている)、材端おける直径が22mm) と鉄筋とコンク

リートとの界面性状が変化している鉄筋を取り上げ、

これらの鉄筋が10xlOx36cmのコンクリートの断面中

央に埋設されている場合の波動伝播特性を調査の対

象として、弾性波動伝播解析および別報10) で示し

た方法に基づく鉄筋の断面形状推定を行った。解析

要因としては、断面の変化寸法(Lld=-8、-4、

-2、0、+2、+4および+8mmの7種類)、断面

変化の長さ (12=0、2、4および8c皿の4種類)、

減衰係数 (h=0およびO.67の2種類)、減衰係数

の変化区間 (h=0の区間(flJがO、2、4、8

およひ(36c闘の 5種類)、並びに鉄筋終端の境界条件

(自由端および固定端の2種類)を取り上げた。な

お、鉄筋の両端2cmの区間(かぶりコンクリートの

ない区間)の減衰係数 (h)は、一律に h=Oとし

たが、一部の解析においては、比較のために h=O.

67とした場合についても解析を行った。本解析で用

いた解析モデルの一例を図一 1に示す。なお、郵性

波動伝播解析に際しては、波動の伝播速度(v)を

6000皿/8、差分間隔 (dx)を5mm、解析時間増分

(d t)をdx/vに設定して300ステップ (250μ

s) まで解析を行った。

4.解析結果とその考察

4，1弾性波動伝播特性

図-2および図-3は、本解析結果のうち、それ

ぞれ鉄筋断面の変化寸法(Lld)が-8mmおよび+8

解析の概要を表-1に示す。本解析では、鉄筋の 師、断面変化長さ (flJが8c皿のモデル試験体で、鉄
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図-4

断面積比 (Ai/Aト 1)に等しい)= 1を境にして

正負逆転するからである。一方、図-4は、前掲の

図-2のモデル試験体において鉄筋終端の境界条件

を固定端に設定した場合の解析結果を示したもので

ある。この図と前掲の図-2とを比較すると、鉄筋

終端から反射した波動の到達時刻(約134μs) まで

は、鉄筋終端の境界条件の影響を全く受けていない

が、鉄筋終端から反射してきた波動の速度成分の正

負記号やそれ以後に検出される反射波の出現状況な

どは、境界条件によって相違しているのがわかる。

図-5および図-6は、それぞれ鉄筋断面が試験

体内部で変化していないモデル試験体において鉄筋

終端の境界条件を自由端および固定端に設定して得

られた結果のうち、図(a)が減衰係数 (h) を試験

体内部でh=0.67の一定と仮定した場合、図(b)が

試験体中央から 8c皿の区間の減衰係数 (hc)を O

とし、それ以外の区間を h=0.67とした場合の結果

である。これらの図によれば、 hの値を試験体内部

の一部でOとした場合には、鉄筋終端の境界条件に

かかわらず、 hの値が変化する境界から反射した波

(約75μsおよび 100μsの時刻)が僅かに観察さ

筋終端の境界条件を自由端に設定したものについて

得られたパルス入力点における波動速度の履歴応答

を減衰係数(h)別に示したものである。これらの図

からわかるように、 h=0.67に設定した場合(図

(b)および図(c))には、パルス入力直後に波形が

負の方向に変移するアンダーシュート現象が観察さ

れるが、 h=Oに設定した場合(図(a))には、こ

のような現象は観察されない。ただし、鉄筋両端2

cmの区間の減衰係数 (h.)を 0 に設定した場合

(図(c))には、 h.=Oの区間長さに対応した時

間分だけアンダーシュート現象が遅れる傾向を示し

ている。また、検出反射波の波動速度は、減衰の有

無によって著しく相違している。さらに、図-2と

図-3を比較してみると、75μsと100μs近傍で観

察される検出反射波の波動速度の値が正負逆転して

いるのがわかる。これは、図-2の方では材軸方向

の途中で鉄筋断面が減少しているのに対して、図-

3の方では鉄筋断面が逆に増大しているためで、弾

性波の反射率(R)がインピーダンス比 (Zi/Zトい

ここにZi=Ai'Edviであるが、本解析モデルで

はEiとViを鉄筋内部で一定と仮定しているため、
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極めて優れているといえる。これに対して、波動の

減衰を考慮した場合(各国(b)および図(c))には、

鉄筋断面の変化位置および図(a)で観察された位置

以外に幾つもの反射波が検出されており、断面の推

定精度は、減衰が無い場合に比べて幾分悪くなって

いるのがわかる。

れる。また、その後に検出される鉄筋終端からの反

射波の波動速度値は、減衰係数を試験体内部で0.67

の一定とした場合に比べて若干大きくなっている。

本研究では、弾性波法による鉄筋の腐食推定への

適用性・可能性について解析的に検討を行った。本

研究で得られた結果を要約すると、およそ次のよう

論5.結

4.2鉄筋断面の形状推定

図-7および図-8は、それぞれ前掲の図-2お

よび図-3の解析結果に対して別報10) で示した方

法に基づく鉄筋断面の形状推定を行った結果を示し

たものである。これらの図によれば、波動の減衰を

無視した場合(各国(a))には、鉄筋終端から約4

cm手前の位置で多重反射による影響が認められるが、

その効果は比較的小さく、全体的な断面推定精度は
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36 32 28 
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にまとめられる。

1 )減衰係数 (h)がh*Oの場合、 h=Oと設定

した場合には認められないパルス入力直後に波

形が負の方向に変移するアンダーシュート現象

が観察され、減衰の有無によって反射波の波動

速度とパルス入力後の経過時間との関係は著し

く相違する。

2)鉄筋終端の境界条件が自由端か閤定端かによっ

て、鉄筋終端から反射してきた弾性波の波動速

度の絶対値は正負逆転するが、その時点よりも

前の弾性波動伝播特性については、鉄筋終端の

境界条件の影響を殆ど受けない。

3)鉄筋腐食箇所から反射した蝉性波の到達時間と

その速度成分の振幅値とを用いることによって

鉄筋の断面推定をある程度正確に行うことがで

きるが、推定精度を向上させるためには、多重

反射の影響を考慮する必要がある。
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